
安芸市浄化槽設置・管理・検査要領 

 

第１（目的） 

  この要領は、安芸市浄化槽指導要綱（以下「要綱」という。）第５条の規定により、浄化槽の設

置、管理及び検査について必要な事項を定めるものとする。 

第２（処理対象人員の算定） 

  処理対象人員の算定は、昭和４４年建設省告示第３１８４号の規定に基づく日本工業規格「建築

物の用途別によるし尿浄化槽の処理対象人員算定基準（ＪＩＳ Ａ３３０２：２０００）」（別表

第１）に定めるところによるものとする。 

第３（流入汚水量と水質） 

  流入汚水の水量及び水質は、財団法人日本建築センター編「建築物の用途別によるし尿浄化槽の処

理対象人員算定基準表」（別表第２）によること。 

  なお、病院、学校、試験・研究所等の消毒・殺菌薬、有害排水等浄化機能に障害を及ぼす排水の

処理は、別途行わなければならない。 

第４（放流水質） 

浄化槽からの放流水の水質は、環境省関係浄化槽法施行規則（昭和５９年厚生省令第１７号、以

下「省令」という。）第１条の２に規定する技術上の基準によらなければならない。ただし、地域の

要請等により基準を上乗せしている場合はそれによるものとする。 

第５（構造） 

  浄化槽の構造は、昭和５５年建設省告示第１２９２号（最終改正平成１８年１月１７日国土交通

省告示第１５４号）の第１及び第６から第１２による構造方法を用いたもの又は国土交通大臣の認

定を受けたものとする。 

第６（設置基数） 

 浄化槽の設置は、原則として、同一敷地内に１基とする。また、共同住宅、学校と寄宿舎、工場

と社宅等、用途上可分の関係にある２以上の建築物において、排水を効率的かつ効果的に処理する

ために設置される浄化槽であって、施設管理者が同一であり、浄化槽の維持管理が適正に行われる

と認められる場合は、集合処理とすることができる。 

第７（設置場所） 

  設置場所については、次に掲げる事項に適合するように努め、適正な維持管理が保持されるよう

にしなければならない。 

（１） 処理方式及び規模に応じた十分な敷地があること。 

（２） 維持管理に支障のない場所であること。又、維持管理に支障のない対策がなされている場合

を除き、浄化槽の上部に他の建築物及び構造物の設置を認めないこと。 

（３） ブロアー、モーター等の騒音及び排気による臭気で近隣に迷惑を及ぼさない場所であること。 

（４） 雨水等による冠水のない場所とすること。 

（５） 飲料水の取水に影響を与えることのない場所であること。 

（６） 近くに、放流に適する排水路、河川等があること。 

（７） 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条第１項の規定により公示された区域内でないこ

と。 

第８（放流先） 

  放流先については、次に掲げる事項を遵守することにより、環境の保全に配慮するものとする。 

（１） 放流先は、環境衛生上支障がなく、かつ、浄化槽の放流水が停滞することなく流れる排水路

又は河川等であること。 

（２） 放流先については、市（所管する担当課）の指導を受けること。 



（３） 放流先が、管理者の存する用水路、私設水路、道路側溝等の場合は、当該管理者の了解を得

ること。 

（４） 付近に適当な放流先がない場合は、 浄化槽を設置しないこと。ただし、放流水を別に定め

る安芸市浄化槽放流水の地下浸透に関する指導基準に適合する方法により処理する場合であっ

て、当該処理方法等が生活環境の保全及び公衆衛生上支障のないときは、この限りでない。 

（５） 下水道への接続が可能になった場合は、速やかに下水道法第１０条の規定に基づき、遅滞な

く下水道に接続すること。 

第９（保守点検及び清掃） 

（１） 浄化槽の保守点検は、省令第２条に規定する技術上の基準に従い、省令第５条第１項の規定

により最初の保守点検を使用開始の直前に行い、浄化槽の処理対象人員及び処理方式に応じ省

令第６条に規定する期間ごとに１回以上行わなければならない。 

（２） 浄化槽の清掃は、省令第３条に規定する技術上の基準に従い、浄化槽法（昭和５８年法律第

４３号。以下「法」という。）法第１０条第１項の規定により毎年１回以上行わなければなら

ない。ただし、全ばっ気方式の浄化槽については、省令第７条の規定により概ね６月ごとに１

回以上行わなければならない。 

    なお、清掃の時期は、保守点検の結果により判断するものとする。 

（３） 浄化槽管理者は、保守点検及び清掃の際は、委託した業者の作業に立ち会い、その結果につ

いて報告を受けるものとする。 

第１０（水質に関する検査） 

（１） 浄化槽管理者は、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）法第７条及び

第１１条の規定による法定検査を、法第５７条の規定に基づき指定された指定検査機関（以下、

「指定検査機関」という。）に法定検査申込書（別記標準様式に基づき指定検査機関が定める

様式）により、依頼して受けなければならない。 

（２） 処理対象人員５０１人以上の浄化槽の管理者は、技術管理者に運転状況及び機能の点検を実

施させるとともに、１による検査以外に年３回以上の水質検査（ＰＨ、ＢＯＤ、ＳＳ、大腸菌

群数）を実施しなければならない。 

第１１（指定検査機関における取扱） 

（１） 指定検査機関は、法第７条第２項、厚生省通達（平成７年６月２０日付け衛浄第３３号及び

平成７年６月２０日付け衛浄第３４号）及びこの要領の規定に基づき、検査を実施し、結果を

判定し、検査票を作成して、浄化槽管理者及び市長あて（当該浄化槽が補助金を受けたものに

あっては、所管する担当課あてにも）通知するものとする。 

（２） 使用開始年月については、浄化槽設置者との検査実施打合せ時に聞き取り確認をし、法第７

条検査実施時期を決定するとともに、検査票に記入するものとする。 

（３） 浄化槽の使用方法に問題がある可能性の考えられる場合は、使用方法について使用者に聞き

取り調査を行い、主要参考事項を所見欄に記入するものとする。 

 

第１２（法第７条検査結果に基づく措置） 

（１）  法第７条の設置後検査において「不適正」の判定を受けた時は、当該浄化槽の製造販売業者

及び工事業者は、その責任に応じ、指定検査機関及び市の指導を受けて改善を行うとともに、

別記参考様式に準じた報告書を浄化槽設置者及び市長あて（当該浄化槽が補助金を受けたもの

にあっては、所管する担当課あてにも）提出するものとする。 

（２） 前項の改善の結果を判断するため、当該浄化槽の製造販売業者及び工事業者は、指定検査機

関に依頼して、法第７条の設置後検査から概ね６月以内に「不適正」となった原因項目につい

ての検査を受けなければならない。 

    この検査について、指定検査機関は、第１１の（１）の規定に準じて取り扱うものとする。 



（３） 前項の再検査においても「不適正」となった場合等浄化槽の機能・性能が確保できない場合

であって、浄化槽管理者・使用者側に責任のないときは、民法上の契約責任に沿って、要綱第

７条の「かし」として、措置しなければならない。 

   措置後の取扱いは、（１）及び（２）に準じるものとする。 

（４） 法定検査結果が「概ね適正（要調査）」であった場合は、必要に応じ、高知県浄化槽連絡協

議会でその取扱及び事後措置を検討するものとする。 

（５） 法定検査結果が「概ね適正」であった場合は、指定検査機関が一部改善を指導するものとす

る。 

（６） 浄化槽の使用方法に問題があった場合は、指定検査機関が使用者等に指導を行うものとする。 

第１３（法１１条検査結果に基づく措置） 

（１） 法第１１条の定期検査において「不適正」の判定を受けた時は、浄化槽管理者等は、指定検

査機関の指示を受け、速やかに改善しなければならない。 

（２） 市長は、前項の改善に係る指導・確認を行うものとする。 

（３） 浄化槽の使用方法に問題があった場合は、指定検査機関が使用者等に指導を行うものとする。 

第１４（記録の作成） 

 浄化槽管理者は、省令第５条の規定に基づき保守点検、清掃の記録を作成し、３年間保存しなけ

ればならない。ただし、保守点検、清掃を委託した場合には、当該委託を受けた者が記録を２部作

成し、１部を浄化槽管理者に交付し、１部を自ら３年間保存しなければならない。 

なお、当該浄化槽が補助金を受けたものにあっては、管理者又は委託を受けた者は、補助関係を

所管する担当課に対しても、１部提出しなければならない。 

第１５（提出書類の保管） 

  浄化槽設置者若しくは管理者は、安芸市浄化槽事務取扱要領により建築主事又は市長に提出した

書類の副本の１部を保管し、市職員の立ち入り検査の際には、求めに応じ提示しなければならない。 

第１６（小型合併処理浄化槽に係る施工及び保守点検） 

小型合併処理浄化槽の施工又は保守点検に係る業務は、次の（１）又は（２）に該当する浄化槽

設備士又は浄化槽管理士でなければ実施してはならない。 

（１） 平成元年１０月３０日付け厚生省・建設省告示第１号で指定した小規模浄化槽施工技術特別

講習会を修了した者又は昭和６３年度以降に法第４２条第１項各号に該当することとなった浄

化槽設備士 

（２） 平成元年１０月３０日付け厚生省告示第１９１号で指定した小型合併処理浄化槽維持管理技

術特別講習会を修了した者又は昭和６３年度以降に法第４５条第１項各号に該当することとな

った浄化槽管理士 

 

 

 

 

附 則（平成２１年５月２９日改正） 

 この要領は、平成２１年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



（参考）法定検査に係る運用フロー図（第１２関係） 
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